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■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

都市計画税か
らの充当金額事業費事業内容事業名称都

市
計
画
税
の
使
い
道

２８０万円４８１万円明治本町地内公園整備事業公園整備事業
７０万円７７９６万円桜井区画・南明治区画工区面整備事業下水道事業

６億４６２０万円４９億６１７７万円安城桜井駅周辺特定・安城南明治第一・
第二土地区画整理事業市街地開発事業

１７億５５８６万円３０億８６１万円公債費（都市計画事業分）公債費
２４億５５６万円８０億５３１５万円計

入湯税からの
充当金額事業費事業内容事業名称入

湯
税
の

使
い
道

１３３万円８５８７万円観光協会支援事業など観光振興事業

一
般
会
計

歳出（６９４億８０３９万円）歳入（７３９億２４６８万円）
２２９億５５７万円民生費１３６億１７７万円個人

市民税

市税

自
主
財
源

１４５億８１０２万円土木費４１億１４０４万円法人
９２億１８３７万円教育費１７７億１５８１万円計
８１億７８９６万円衛生費１７２億４０６８万円固定資産税
６６億８３５５万円総務費４２億２８８３万円その他
２６億８７９３万円公債費３９１億８５３２万円計
１９億８１６７万円消防費３２億８９３７万円繰越金
１６億３３０９万円農林水産業費２６億４３３５万円諸収入
９億９１０８万円商工費５０億５９６７万円繰入金
６億１９１５万円その他１０億７０５万円使用料及び手数料

８億４７９４万円分担金及び負担金
３億３６２４万円その他の自主財源
９４億１５４０万円国庫支出金

依
存
財
源

３５億７９０万円県支出金
３５億２３９３万円地方消費税交付金
３８億６６００万円市債
１２億４２５１万円その他の依存財源

市
の
運
営
の
中
心
と
な
る
会
計

歳
入
・
歳
出
は
過
去
最
高
額
に

平
成

年
度
は
、
第
８
次
総
合
計

２８

画
の
目
指
す
都
市
像「
幸
せ
つ
な
が

る
健
幸
都
市
安
城
」の
実
現
に
向
け

た
ケ
ン
サ
チ
関
連
事
業
に
取
り
組
ん

だ
ほ
か
、
ア
ン
フ
ォ
ー
レ
の
建
物
購

入
を
行
い
ま
し
た
。
施
策
の
選
択
と

集
中
に
よ
り
持
続
可
能
な
財
政
運
営

を
行
い
健
全
財
政
を
維
持
し
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
歳
入

億
円
余（
前

７３９

年
比
・
１
％
増
）、歳
出

億
円
余

１１

６９４

（
前
年
比

％
増
）、歳
入
歳
出
差
引

９．８

額
は

億
円
余
で
、
歳
入
・
歳
出
は

４４

い
ず
れ
も
過
去
最
高
額
と
な
り
ま
し

た
。

歳
入
の
内
訳
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
、
個
人
市
民
税
が
３
億
円
余
、
法

人
市
民
税
が
２
億
円
余
、
固
定
資
産

税
が
７
億
円
余
の
増
額
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
、
市
税
全
体
で

億
円
余
の

１３

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
の
内
訳
で
は
、
ア
ン
フ
ォ
ー

レ
の
建
物
購
入
費
等
に
よ
り
、
土
木

費
が

億
円
余
の
増
額
と
な
り
ま
し

４６

た
。
歳
出
全
体
で
は

億
円
余
の
増

６２

額
と
な
り
ま
し
た
。

アアンフォーレ（平成２９アンフォーレ（平成２９年年６６月オープン）月オープン）
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財政分析指標で
みる安城市

財政力指数
（平成２８年度単年度）

１．２６
経常収支比率

７７．７％
財政構造の弾力性を示
す指標。より低い方が
望ましい。
※全国市町村平均（平成
２７年度）９０.０％

【水道事業】

支出収入区分

２７億９８５０万円３３億９３６３万円
収益的収支

（経営活動により発生
する収入支出）

１１億６９４３万円３億４６４９万円
資本的収支

（施設を建設・整備す
るための収入支出）

公
営
企
業

会
計

公
共
の
利
益
を
目
的

に
経
営
す
る「
企
業
」

に
係
る
会
計

歳出歳入会計名（事業）

１６５億８９７７万円１７７億２５４３万円国民健康保険

２０万円８６万円土地取得

２億１９９６万円３億２５５２万円有料駐車場

４２億１１８１万円４２億１２０５万円下水道

６０５７万円６０５７万円農業集落排水

２４億２８５９万円２４億７５２７万円安城桜井駅周辺特定
土地区画整理

８７億２３５５万円９０億４８４２万円介護保険

１８億４６３０万円１８億５２８０万円後期高齢者医療

３４０億８０７５万円３５７億 ９２万円計

特
別
会
計
保
険
料
や
使
用
料
な
ど
事
業
内
で
独
自
の
収

入
が
あ
る
も
の
に
係
る
会
計

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示
す「
財
政
力
指
数
」は

１
・

と
前
年
よ
り
０
・

下
回
り
ま
し
た
が
、
依
然

２６

０３

と
し
て
１
・

を
超
え
て
お
り
、
国
か
ら
普
通
交
付
税

００

の
交
付
を
受
け
な
い
自
治
体
、
つ
ま
り
比
較
的
財
源
に

余
裕
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
近
い
将
来
本
市
に
も
訪
れ
る
と
予

想
さ
れ
る
人
口
減
少
・
超
高
齢
社
会
や
公
共
施
設
の
老

朽
化
に
対
す
る
改
修
費
等
に
備
え
る
た
め
、
引
き
続
き

健
全
財
政
を
持
続
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

安
城
市
は
全
国
で
も
数
少
な
い
、

普
通
交
付
税
の
不
交
付
団
体

財政状況を人口一人当たりに換算すると、
次のとおり、市の貯金額が借金額を上回っ
ています。歳出では、民生費（福祉や子育
て支援等）に多くのお金を使っています。

人口一人当たりの財政状況
●市の貯金残高 １３万７５６１円
●市の借金残高 ９万７９６７円

●福祉や教育、道路整備等市の基本的な事
業に使われたお金 ３７万１１７２円

人口一人当たりの歳出（内訳）

１２万２３６４円民生費
（福祉や子育て支援等）

７万７８９３円土木費
（道路や公園の整備等）

４万９２４６円教育費
（学校教育や生涯学習事業等）

４万３６９３円衛生費
（健康推進やごみ処理等）

３万５７０４円総務費
（財産管理や税金徴収等）

１万４３５９円公債費
（借金の返済等）

１万５８６円消防費
（消防・防災等）

８７２４円農林水産業費
（農業の振興等）

５２９４円商工費
（商工業・観光の振興等）

３３０９円その他

※一般会計の財政状況を元に、平成２９年３
月３１日現在の人口１８万７１９２人で算出。
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■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

都市計画税か
らの充当金額事業費事業内容事業名称都

市
計
画
税
の
使
い
道

２８０万円４８１万円明治本町地内公園整備事業公園整備事業
７０万円７７９６万円桜井区画・南明治区画工区面整備事業下水道事業

６億４６２０万円４９億６１７７万円安城桜井駅周辺特定・安城南明治第一・
第二土地区画整理事業市街地開発事業

１７億５５８６万円３０億８６１万円公債費（都市計画事業分）公債費
２４億５５６万円８０億５３１５万円計

入湯税からの
充当金額事業費事業内容事業名称入

湯
税
の

使
い
道

１３３万円８５８７万円観光協会支援事業など観光振興事業

一
般
会
計

歳出（６９４億８０３９万円）歳入（７３９億２４６８万円）
２２９億５５７万円民生費１３６億１７７万円個人

市民税

市税

自
主
財
源

１４５億８１０２万円土木費４１億１４０４万円法人
９２億１８３７万円教育費１７７億１５８１万円計
８１億７８９６万円衛生費１７２億４０６８万円固定資産税
６６億８３５５万円総務費４２億２８８３万円その他
２６億８７９３万円公債費３９１億８５３２万円計
１９億８１６７万円消防費３２億８９３７万円繰越金
１６億３３０９万円農林水産業費２６億４３３５万円諸収入
９億９１０８万円商工費５０億５９６７万円繰入金
６億１９１５万円その他１０億７０５万円使用料及び手数料

８億４７９４万円分担金及び負担金
３億３６２４万円その他の自主財源
９４億１５４０万円国庫支出金

依
存
財
源

３５億７９０万円県支出金
３５億２３９３万円地方消費税交付金
３８億６６００万円市債
１２億４２５１万円その他の依存財源
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財政分析指標で
みる安城市

財政力指数
（平成２８年度単年度）

１．２６
経常収支比率

７７．７％
財政構造の弾力性を示
す指標。より低い方が
望ましい。
※全国市町村平均（平成
２７年度）９０.０％

【水道事業】

支出収入区分

２７億９８５０万円３３億９３６３万円
収益的収支

（経営活動により発生
する収入支出）

１１億６９４３万円３億４６４９万円
資本的収支

（施設を建設・整備す
るための収入支出）
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歳出歳入会計名（事業）

１６５億８９７７万円１７７億２５４３万円国民健康保険

２０万円８６万円土地取得

２億１９９６万円３億２５５２万円有料駐車場

４２億１１８１万円４２億１２０５万円下水道

６０５７万円６０５７万円農業集落排水

２４億２８５９万円２４億７５２７万円安城桜井駅周辺特定
土地区画整理

８７億２３５５万円９０億４８４２万円介護保険

１８億４６３０万円１８億５２８０万円後期高齢者医療

３４０億８０７５万円３５７億 ９２万円計
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財政状況を人口一人当たりに換算すると、
次のとおり、市の貯金額が借金額を上回っ
ています。歳出では、民生費（福祉や子育
て支援等）に多くのお金を使っています。

人口一人当たりの財政状況
●市の貯金残高 １３万７５６１円
●市の借金残高 ９万７９６７円

●福祉や教育、道路整備等市の基本的な事
業に使われたお金 ３７万１１７２円

人口一人当たりの歳出（内訳）

１２万２３６４円民生費
（福祉や子育て支援等）

７万７８９３円土木費
（道路や公園の整備等）

４万９２４６円教育費
（学校教育や生涯学習事業等）

４万３６９３円衛生費
（健康推進やごみ処理等）

３万５７０４円総務費
（財産管理や税金徴収等）

１万４３５９円公債費
（借金の返済等）

１万５８６円消防費
（消防・防災等）

８７２４円農林水産業費
（農業の振興等）

５２９４円商工費
（商工業・観光の振興等）

３３０９円その他

※一般会計の財政状況を元に、平成２９年３
月３１日現在の人口１８万７１９２人で算出。



霞広報あんじょう 2017.12.1

人口一人当たりに換算した資産・負債額と純資産比率

増減
（+０．６％）

平成２７年度末
（１８万６１０４人）

平成２８年度末
（１８万７１９２人）区分

４万円
（+１．４％）２９８万７０００円３０２万７０００円人口一人当たり

の資産額

△４０００円
（△１．４％）２８万３０００円２７万９０００円人口一人当たり

の負債額

+０．３９０．５％９０．８％純資産比率

※純資産比率＝純資産（アーイ）÷資産（ア）

資産（ア） ５６６６億９０００万円
市が保有している財産

事業用資産 １３５５億１０００万円
市役所、学校、総合斎苑、デンパーク
等の土地・建物等固定資産の価値
インフラ資産 ３８０３億５０００万円
道水路、上下水道、公園等の土地・設
備等の価値

物品 ３１億円
基金 ２９９億１０００万円
現金預金〈Ａ〉 １３６億８０００万円
基金、現金は平成２９年度以降の行政サ
ービスに投入・提供できる金額
その他 ４１億５０００万円

５２１億６０００万円負債（イ）
資産を形成するために拠出した金額の
うち、借入金等将来世代の負担として
残っている金額

４０９億円市債等
８０億円退職給付引当金

３２億７０００万円
その他（民間病
院移転新築事業
補助金等）

純資産（アーイ）〈Ｂ〉
５１４５億３０００万円

資産を形成するために拠出した金額の
うち、これまでの世代がすでに負担し
た金額であり、将来返済する必要がな
いもの

市にどれだけの財産があるか、その内訳がどのようなものかを表しています。
本市の資産は５６６６億円余、負債は５２１億円余。資産から負債を差し引いた純資
産は５１４５億円余です。

虚連結貸借対照表（バランスシート）平成２９年３月３１日現在
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※本年度から、総務省の示す財務書類の作成に関する「統一的な基準」に基づき各表を
作成することとしたため、昨年度に掲載した各表の項目と異なることがあります。
また、平成２７年度数値も「統一的な基準」に基づき、一部見直しています。

蚊 広報あんじょう 2017.12.1

９７８億３０００万円費用（１） 資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用
１２８億９０００万円人件費
２８７億９０００万円物件費等
２８６億９０００万円補助金等
２５３億８０００万円社会保障給付
２０億８０００万円その他

９１億８０００万円収益（２） 行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料等
５５億６０００万円使用料及び手数料
３６億２０００万円その他

８８６億５０００万円純行政コスト（１－２）〈Ｃ〉 行政サービスのうち税収等により負担する金額
（人口一人当たりの純行政コスト４７万４０００円）

５０３２億５０００万円平成２７年度末残高
１００５億７０００万円純資産の増加（１）

純資産を増加させた原因
６２５億９０００万円税収
３３３億８０００万円国・県等からの補助金

４６億円その他
８９３億円純資産の減少（２）

純資産を減少させた原因
８８６億５０００万円純行政コスト〈C〉
６億５０００万円その他

１１２億８０００万円本年度変動額（１）－（２）

５１４５億３０００万円平成２８年度末残高〈Ｂ〉

１１０億８０００万円平成２７年度末残高

１１６億３０００万円
業務活動収支
（行政サービス実施によ
り生じる資金収支）

△９３億４０００万円
投資活動収支
（固定資産の購入や売却
による資金収支）

３億１０００万円
財務活動収支
（借入や返済等により生
じる資金収支）

１３６億８０００万円平成２８年度末残高〈Ａ〉

許連結行政コスト計算書 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

一年間の行政サービスを、どのような形でどれだけ実施したかをコスト面から表しています。
行政サービスに要した費用には、人件費や物件費等の費用と、金銭の給付による支出があります。行政

サービスに要した費用からサービス利用者が負担する使用料・手数料等を引いたものが、純行政コストで
す。市が提供した行政サービスのうち、税金等で負担した金額となります。

距連結純資産変動計算書
平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の純資産〈Ｂ〉の、
一年間の増減を表しています。

税収や保険料、国・県からの補助金等で増加し、
行政サービスの実施で減少することが分かります。

鋸連結資金収支計算書
平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の現金預金
〈Ａ〉の一年間の増減を表しています。

連結資金収支計算書は市が作成している「歳
入歳出決算書」に類似するもので、市の活動を
現金の動きで把握することができます。

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

※いずれの財務書類も金額を四捨五入しているため、
積み上げ合計と一致しないところがあります。
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人口一人当たりに換算した資産・負債額と純資産比率

増減
（+０．６％）

平成２７年度末
（１８万６１０４人）

平成２８年度末
（１８万７１９２人）区分

４万円
（+１．４％）２９８万７０００円３０２万７０００円人口一人当たり

の資産額

△４０００円
（△１．４％）２８万３０００円２７万９０００円人口一人当たり

の負債額

+０．３９０．５％９０．８％純資産比率

※純資産比率＝純資産（アーイ）÷資産（ア）

資産（ア） ５６６６億９０００万円
市が保有している財産

事業用資産 １３５５億１０００万円
市役所、学校、総合斎苑、デンパーク
等の土地・建物等固定資産の価値
インフラ資産 ３８０３億５０００万円
道水路、上下水道、公園等の土地・設
備等の価値

物品 ３１億円
基金 ２９９億１０００万円
現金預金〈Ａ〉 １３６億８０００万円
基金、現金は平成２９年度以降の行政サ
ービスに投入・提供できる金額
その他 ４１億５０００万円

５２１億６０００万円負債（イ）
資産を形成するために拠出した金額の
うち、借入金等将来世代の負担として
残っている金額

４０９億円市債等
８０億円退職給付引当金

３２億７０００万円
その他（民間病
院移転新築事業
補助金等）

純資産（アーイ）〈Ｂ〉
５１４５億３０００万円

資産を形成するために拠出した金額の
うち、これまでの世代がすでに負担し
た金額であり、将来返済する必要がな
いもの

市にどれだけの財産があるか、その内訳がどのようなものかを表しています。
本市の資産は５６６６億円余、負債は５２１億円余。資産から負債を差し引いた純資
産は５１４５億円余です。

虚連結貸借対照表（バランスシート）平成２９年３月３１日現在
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※本年度から、総務省の示す財務書類の作成に関する「統一的な基準」に基づき各表を
作成することとしたため、昨年度に掲載した各表の項目と異なることがあります。
また、平成２７年度数値も「統一的な基準」に基づき、一部見直しています。
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９７８億３０００万円費用（１） 資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用
１２８億９０００万円人件費
２８７億９０００万円物件費等
２８６億９０００万円補助金等
２５３億８０００万円社会保障給付
２０億８０００万円その他

９１億８０００万円収益（２） 行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料等
５５億６０００万円使用料及び手数料
３６億２０００万円その他

８８６億５０００万円純行政コスト（１－２）〈Ｃ〉 行政サービスのうち税収等により負担する金額
（人口一人当たりの純行政コスト４７万４０００円）

５０３２億５０００万円平成２７年度末残高
１００５億７０００万円純資産の増加（１）

純資産を増加させた原因
６２５億９０００万円税収
３３３億８０００万円国・県等からの補助金

４６億円その他
８９３億円純資産の減少（２）

純資産を減少させた原因
８８６億５０００万円純行政コスト〈C〉
６億５０００万円その他

１１２億８０００万円本年度変動額（１）－（２）

５１４５億３０００万円平成２８年度末残高〈Ｂ〉

１１０億８０００万円平成２７年度末残高

１１６億３０００万円
業務活動収支
（行政サービス実施によ
り生じる資金収支）

△９３億４０００万円
投資活動収支
（固定資産の購入や売却
による資金収支）

３億１０００万円
財務活動収支
（借入や返済等により生
じる資金収支）

１３６億８０００万円平成２８年度末残高〈Ａ〉

許連結行政コスト計算書 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

一年間の行政サービスを、どのような形でどれだけ実施したかをコスト面から表しています。
行政サービスに要した費用には、人件費や物件費等の費用と、金銭の給付による支出があります。行政

サービスに要した費用からサービス利用者が負担する使用料・手数料等を引いたものが、純行政コストで
す。市が提供した行政サービスのうち、税金等で負担した金額となります。

距連結純資産変動計算書
平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の純資産〈Ｂ〉の、
一年間の増減を表しています。

税収や保険料、国・県からの補助金等で増加し、
行政サービスの実施で減少することが分かります。

鋸連結資金収支計算書
平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の現金預金
〈Ａ〉の一年間の増減を表しています。

連結資金収支計算書は市が作成している「歳
入歳出決算書」に類似するもので、市の活動を
現金の動きで把握することができます。

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

※いずれの財務書類も金額を四捨五入しているため、
積み上げ合計と一致しないところがあります。
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こ
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早期健全化基準安城市指標

１１．４３％－
（△７．４４％）

①実質赤字比率
（一般会計等の赤字の
割合を示す指標）

１６．４３％－
（△２３．２８％）

②連結実質赤字比率
（全ての会計の赤字の
割合を示す指標）

２５．０％１．１％

③実質公債費比率
（一般会計等が負担す
る借入金の返済額等
の割合を示す指標（３
カ年平均））

３５０．０％－
（△８１．４％）

④将来負担比率
（一般会計等が将来負
担すべき借入金の残
高等の割合を示す指
標）

※表内の「－」は実質的な赤字、将来負担が発生していないこ
とを示します。

※（ ）内の△は黒字であることを示しています。

すべての指標で基準を大きく下回り、市全体の財政状況は極めて健全であると
いえます。
今後、見込まれる少子高齢化に伴う福祉関連経費の増加、老朽化した公共施設

の改修等に備え、引き続き健全財政の堅持を第一とし、持続可能な財政運営に努
めていきます。

経営健全
化基準安城市公営企業会計・特別会計名

２０．００％－

水道事業
下水道事業
農業集落排水事業
安城桜井駅周辺特定土地区画整理事
業
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため数値は算定されません。
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の
標

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

準
的
収
入
額
）に
対
す
る
割
合
で
す
。

法
律
で
定
め
ら
れ
た
早
期
健
全
化
基

準
を
超
え
る
と
、
財
政
破
綻
を
防
ぐ

た
め
、
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
が

義
務
付
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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歳出歳入
支出率予算額款別収入率予算額款別

３５．９％２４８億６９５２万円民生費５８．７％３７１億９４１７万円市税

２５．３％１２６億５１２０万円土木費３５．９％８３億７１６０万円国庫
支出金

３４．５％１１６億９４８９万円教育費３．６％４７億８４１４万円繰入金

３７．４％６４億７４６７万円総務費０．０％４４億４５００万円市債

２４．８％６４億 ８５万円衛生費１４．５％３７億１９５９万円県支出金

４２．１％２８億５６７４万円公債費
５９．０％３５億円地方消費

税交付金 ４０．５％２１億１９２０万円消防費

３４．７％１８億６０３６万円農林水
産業費１４０．７％３１億５８２１万円繰越金

３１．０％１３億 ８７万円商工費２９．１％２４億６９５５万円諸収入

５１．７％４億２０１７万円議会費
５４．６％９億６３３０万円使用料及

び手数料 ４７．３％８３５４万円労働費

０．０％１億２５９８万円その他４１．０％２２億５２４３万円その他

３３．２％７０８億５７９９万円計４８．３％７０８億５７９９万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）
７３億３４０３万円７１億３６２６万円１７５億４４６０万円国民健康保険

０円１１９万円１００万円土地取得
１億８８７万円２億３０５３万円２億４０００万円有料駐車場
１１億７６４３万円６億５５１２万円４９億８８００万円下水道

１９８１万円１１１９万円７５００万円農業集落排水

１０億７０２８万円２億７０１８万円２８億７００万円安城桜井駅周辺
特定土地区画整理

３９億１７２５万円３８億８５９７万円９９億５７００万円介護保険
３億６４１０万円７億３７７９万円２０億３７００万円後期高齢者医療
１３９億９０７７万円１２９億２８２３万円３７６億４９６０万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分
１５億５１９９万円３２億２６００万円収益的収入
７億９７９４万円２９億１５００万円収益的支出
５４３６万円４億２８００万円資本的収入

４億６２４２万円１９億６００万円資本的支出

一
般
会
計

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

９月３０日現在の人口

１８万７８６０人

９月３０日現在の世帯数

７万４０９０世帯

１人当たりの市税

１１万６２１９円

１世帯当たりの市税

２９万４６８０円

市有財産
２６６万４４４５釈土地

５４万７２７１釈建物

４８万２１００釈山林

５４８７弱立木

３２７０万円有価証券

２９８億６３８９万円基金

市債の現在高
１７０億３６８万円一般会計

２００億７２２７万円特別会計

９億２５２万円公営企業
会計

３７９億７８４７万円計



公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会
計

や
特
別
会
計
の
う
ち
、
下
水
道
事
業・

農
業
集
落
排
水
事
業
・
土
地
区
画
整

理
事
業
に
つ
い
て
、
会
計
ご
と
に
比

率
を
算
出
し
て
い
ま
す
。
資
金
不
足

（
赤
字
）の
割
合
を
示
す
指
標
で
す
。
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こ
の
比
率
は
、
赤
字
や
借
入
金
の
額
等
を
も
と
に
、
自

治
体
の「
財
政
の
健
全
さ
」を
数
値
と
し
て
表
し
た
も
の
で

す
。
い
ず
れ
も
、
計
算
し
た
数
値
が
少
な
い
ほ
ど
、
そ
の

自
治
体
の
財
政
は
健
全
な
状
態
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

早期健全化基準安城市指標

１１．４３％－
（△７．４４％）

①実質赤字比率
（一般会計等の赤字の
割合を示す指標）

１６．４３％－
（△２３．２８％）

②連結実質赤字比率
（全ての会計の赤字の
割合を示す指標）

２５．０％１．１％

③実質公債費比率
（一般会計等が負担す
る借入金の返済額等
の割合を示す指標（３
カ年平均））

３５０．０％－
（△８１．４％）

④将来負担比率
（一般会計等が将来負
担すべき借入金の残
高等の割合を示す指
標）

※表内の「－」は実質的な赤字、将来負担が発生していないこ
とを示します。

※（ ）内の△は黒字であることを示しています。

すべての指標で基準を大きく下回り、市全体の財政状況は極めて健全であると
いえます。
今後、見込まれる少子高齢化に伴う福祉関連経費の増加、老朽化した公共施設

の改修等に備え、引き続き健全財政の堅持を第一とし、持続可能な財政運営に努
めていきます。

経営健全
化基準安城市公営企業会計・特別会計名

２０．００％－

水道事業
下水道事業
農業集落排水事業
安城桜井駅周辺特定土地区画整理事
業
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため数値は算定されません。

健
全
化
判
断
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率
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比
率
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④
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。
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■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）
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歳出歳入
支出率予算額款別収入率予算額款別

３５．９％２４８億６９５２万円民生費５８．７％３７１億９４１７万円市税

２５．３％１２６億５１２０万円土木費３５．９％８３億７１６０万円国庫
支出金

３４．５％１１６億９４８９万円教育費３．６％４７億８４１４万円繰入金

３７．４％６４億７４６７万円総務費０．０％４４億４５００万円市債

２４．８％６４億 ８５万円衛生費１４．５％３７億１９５９万円県支出金

４２．１％２８億５６７４万円公債費
５９．０％３５億円地方消費

税交付金 ４０．５％２１億１９２０万円消防費

３４．７％１８億６０３６万円農林水
産業費１４０．７％３１億５８２１万円繰越金

３１．０％１３億 ８７万円商工費２９．１％２４億６９５５万円諸収入

５１．７％４億２０１７万円議会費
５４．６％９億６３３０万円使用料及

び手数料 ４７．３％８３５４万円労働費

０．０％１億２５９８万円その他４１．０％２２億５２４３万円その他

３３．２％７０８億５７９９万円計４８．３％７０８億５７９９万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）
７３億３４０３万円７１億３６２６万円１７５億４４６０万円国民健康保険

０円１１９万円１００万円土地取得
１億８８７万円２億３０５３万円２億４０００万円有料駐車場
１１億７６４３万円６億５５１２万円４９億８８００万円下水道

１９８１万円１１１９万円７５００万円農業集落排水

１０億７０２８万円２億７０１８万円２８億７００万円安城桜井駅周辺
特定土地区画整理

３９億１７２５万円３８億８５９７万円９９億５７００万円介護保険
３億６４１０万円７億３７７９万円２０億３７００万円後期高齢者医療
１３９億９０７７万円１２９億２８２３万円３７６億４９６０万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分
１５億５１９９万円３２億２６００万円収益的収入
７億９７９４万円２９億１５００万円収益的支出
５４３６万円４億２８００万円資本的収入

４億６２４２万円１９億６００万円資本的支出

一
般
会
計

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

９月３０日現在の人口

１８万７８６０人

９月３０日現在の世帯数

７万４０９０世帯

１人当たりの市税

１１万６２１９円

１世帯当たりの市税

２９万４６８０円

市有財産
２６６万４４４５釈土地

５４万７２７１釈建物

４８万２１００釈山林

５４８７弱立木

３２７０万円有価証券

２９８億６３８９万円基金

市債の現在高
１７０億３６８万円一般会計

２００億７２２７万円特別会計

９億２５２万円公営企業
会計

３７９億７８４７万円計
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